
令和８年度ＧＸ産業団地構築サウンディング業務及び事業主体公募仕様

書等作成業務委託に係る公募型プロポーザル実施要領 
 

１ 業務概要 

 

（１）業務名 

   ＧＸ産業団地構築サウンディング業務及び事業主体公募仕様書等作成業 

務委託 

 

（２）業務目的 

企業誘致、脱炭素地域の創設、電力の地産地消及びレジリエンスを同時に

実現する次世代型ＧＸ産業団地として、特定の立地条件に依存しない太陽光

発電を産業団地内で最大化し、脱炭素電源を核とした産業クラスターを形成

するモデル事業を実施する。そのための事業者公募に先立ち、サウンディン

グをしたうえで、最適な事業スキームによる事業者公募のための仕様書の作

成を行うことを目的とする。 

 
（３）業務内容 
    別紙「特記仕様書」による 
 
（４）履行期間 

 契約締結の日から令和９年３月 15日（月）まで 

 

２ 提案上限額 

   55,000,000円（消費税及び地方消費税を含む）とする。 

 

３ 実施形態 

公募型プロポーザル方式 

 

４．募集開始から契約までのスケジュール（予定） 

  （１） 募集開始      令和８年９月 11日（金） 

 （２） 資料閲覧       令和８年９月 11日（金）～９月 24日（木） 

 （３） 参加表明書の提出  令和８年９月 24日（木）午後４時まで 

（４） 質問受付      令和８年９月 11日（金）～10月１日（木） 

  （５） 質問回答      随時回答（最終回答令和８年 10月５日（月）） 

 （６） 提案書の提出    令和８年 10月８日（木）午後４時まで 

 （７） 審査（ヒアリング） 令和８年 10月 19日（月）～10月 21日（水） 

 （８） 優先交渉者決定通知 令和８年 10月 23日（金） 

  (９)  契約締結           令和８年 10月 30日（金） 

 

５ 参加資格 

この公募型プロポーザル方式に参加表明する者は、募集開始の日から契約の日

までの期間にわたり、次に掲げる要件をすべて満たしている者とする。 

（１）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４の規定に該当する

者でないこと。 

（２）群馬県の入札参加制限を受けている期間中の者でないこと。なお､営業の譲 



渡を受けた者は､営業を譲渡した者が入札参加制限及び指名停止措置等を受け

ていたときは､それらの措置を引き継ぐ。 

（３）銀行取引停止処分を受けている者でない者。 

（４）会社法に基づく清算の開始、破産法の規定に基づく破産申し立て、会社更生

法の規定に基づく更生手続き開始の申し立て、又は民事再生法の規定に基づく

再生手続き開始の申し立てがなされている者（再生計画の認可が決定し、又は

再生計画の認可の決定が確定した者を除く）でないこと。  

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第３条及び第４条による指

定を受けた指定暴力団等及びその暴力団員でないこと。 

（６）無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律に基づく処分の対象と

なっている団体及びその構成員でないこと。  

（７）本店所在地において国税、都道府県税、市町村税の滞納をしていないこと。 

 

６ 参加表明書 

（１）参加表明書の作成 

参加表明書の提出書類は、次のとおりとする。なお、文字サイズは 10 ポイ

ント以上とする。 

① 参加表明書【様式１】 

② 会社概要が分かる資料（会社パンフレット等） 

③ 履歴事項全部証明書（正本のみ原本、副本はコピー可） 

④ 決算書写し（貸借対照表及び損益計算書の直近１期分、半期決算の場合は

２期分） 

 

（２）参加表明書の提出方法、提出先及び提出期限 

① 提出方法：Ａ４で紙印刷したものを、正本１部、副本２部提出する。また、

PDFファイルを電子媒体にて電子メール・DVD-R・CD-Rいずれかにより提出

する。（電子メールのファイルサイズは 7MB までとする） 

② 提 出 先：〒３７１－８５７０ 

群馬県前橋市大手町一丁目１番１号 

群馬県企業局経営戦略課（県庁舎２７階） 戦略・DX推進係 

 電話 ０２７－２２６－３９１５ 

電子メールアドレス kkeieika@pref.gunma.lg.jp 

③ 提出期限：令和８年９月 24日（木）午後４時まで 

 

（３）提出書類の取扱い 

① 提出された書類等は返却しない。 

② 提出された応募書類は、審査の必要上、複製を作成することがある。 

③ 提出された書類は、「群馬県情報公開条例」の規定による開示請求の対象と

なる。なお、開示することで、法人等の正当な利益を害するおそれのある情

報は非開示となる場合があるので、あらかじめ非開示を希望する箇所があ

る場合は、提案書内にその理由とともに明記すること。 

（ただし、開示、不開示の判断は当該条例に基づき行われるため、希望した

箇所が必ず不開示となるとは限らないので留意） 

④ 提出後に辞退する場合には、速やかに群馬県に連絡し、その旨を書面にて

提出すること。 

⑤ 群馬県は、提出された書類の内容について、質問及び訂正を求めることが
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ある。 

 

７ 質問の受付及び回答 

（１）質問は、電子メ－ル（着信を確認すること。）にて提出すること。なお、文

書には回答を受ける担当窓口の部署、氏名、電話及びＦＡＸ番号、電子メール

アドレスを併記するものとする。 

① 質問の受付先：６（２）②に同じ 

② 質問の受付期間：令和８年９月 11日（金）～10月１日（木） 

 

（２）質問に関する回答は、質問者に対して電子メ－ルにより行うとともに、随時

ホームページに掲載する（最終回答は令和８年 10月５日（月）とする）。なお

個社に係わる事項に関する質問については、質問者のみ回答する。 

 

８ 提案書を選定するための基準 

（１）優先交渉者を選定するための基準（評価点算定基準は別紙のとおり） 

評価区分 評 価 項 目 配点 

提案内容 再生可能エネルギー由来電力の供給方法の整理 10 

サウンディング調査における調査項目・調査手法・分析 10 

事業成立性判断の整理 5 

公募関係資料の作成方針 5 

その他本事業に必要な提案・整理等の内容 20 

業務実施体制 構成員・担当者の経験や知見、選定理由 20 

業務実績 直近５年の類似案件の業務実績 20 

価格 見積書 10 

審査 合計  100 

 

（２）優先交渉者の選定 

「評価点が最も高いもの」を優先交渉者とする。同点の場合は提案内容の評

価点が最も高いものを優先交渉者とする。提案内容の評価点も同点の場合は審

査委員会において協議において決定する。 

なお、優先交渉者の選定後、選定された優先交渉者に不測の事態が生じた場

合には、次点の評価点を取得した参加者を優先交渉者とする。 

 

９ 提案書 

（１）提案書の作成 

提案書の様式は別添の【様式２】～【様式６】に示されるとおりとする。な

お、文字サイズは 10ポイント以上とする。 

 

（２）提案書の提出方法、提出先、提出期限 

① 提出方法：Ａ４で紙印刷したものを、正本１部、副本１１部提出する。ま

た、PDFファイルを電子媒体にて電子メール・DVD-R・CD-Rいずれかによ

り提出する。（電子メールのファイルサイズは 7MB までとする） 

② 提 出 先：６（２）②に同じ 

③ 提出期限：令和８年 10月８日（木） 午後４時まで 

 

（３）提出書類の取扱い 



    ６（３）に準ずる 

 

１０ 審査（ヒアリング） 

（１）以下のとおりヒアリングを行う。 

① 実施場所：群馬県庁 企業局第二会議室（28階） 

② 実施期間：令和８年 10月 19日（月）～10月 21日（水）（予定） 

     （具体の日程及び場所等の詳細は別途通知する） 

③ ヒアリングの時間は説明時間２０分以内、質疑３０分程度とする。なお、提

案されていない事項の説明は認めない。 

④ 説明はモニタを使用した説明も認める。（プロジェクタの接続端子は、HDMI

に対応） 

（２）提案書の補足説明資料を認めるが、提案書に記載の無い事項の補足説明資料

は認めない。なお、補足説明資料に関しては、提案書の内容に関する留意事項

に示す記載事項との関係を「様式○関連」と明示することとし、提案書の提出

期限までに提出された補足説明資料のみを認める。 

（３）失格  

以下の項目に該当する者は失格とし、審査の対象としない。  

ア 本要領に適合しない提案書等を提出した場合 

イ 提案書の提出期限に遅れた場合 

ウ 本項（１）のヒアリングに正当な理由なく出席しなかった場合 

エ 提案書ほか提出された書類に虚偽の記載があった場合 

オ その他、この要領に違反した場合 

 （４）結果連絡 

    提案者全員（失格となった者は除く）に審査結果を通知する。なお、審査結

果の異議申立は受付けない。 

また、優先交渉者は県ホームページ上で公開する。 

 

１１ 契約 

（１） 上記１０において選定された者を事業の優先交渉者とする。 

（２） 契約締結の交渉にあたっては、企画提案書の内容について調整を行い、必要

がある場合には、その内容を変更する場合もある。  

（３） 優先交渉者は、上記交渉による調整後の業務仕様書を改めて群馬県から示し

たうえで、見積書を提出することとする。 

（４） 上記交渉が不調に終わった場合、次点とされた者と交渉する場合がある。 

 

１２ その他の留意事項 

（１） 本業務により作成された成果物に関する全ての権利は、群馬県に帰属する。 

（２） この参加に係る手続、提出書類等で使用する言語及び通貨については、日本

語及び日本国通貨とする。 

（３） 提出期限までに参加表明書を提出しない者は、提案書を提出できないものと

する。 

（４） 提案者が提出書類に虚偽の記載をした場合は、当該企画提案を無効にし、契

約締結後の場合には、契約を解除することがある。 

（５） 参加表明書及び提案書の作成、提出及びヒアリングに関する費用は、提出者

の負担とする。 

（６） 参加表明書及び提案書の提出後において、原則として参加表明書及び提案書



に記載された内容の変更を認めない。 

（７） 参加表明書を提出後に辞退する場合には、速やかに群馬県に連絡し、その旨

を書面にて提出すること。 

（８） 契約者に対して、群馬県企業局が所有する「令和７年度再エネ活用型産業団

地構築可能性調査業務委託（FS調査）」の成果品及び、経済産業省「GX戦略地域

制度 脱炭素電源型」に関する群馬県の申請書（本事業に関する部分に限る）等

について、情報共有を行う。 

 

１３ 契約担当者  群馬県企業管理者  成田 正士 

 

１４ 担当部局 

  〒３７１－８５７０ 

群馬県前橋市大手町一丁目１番１号 

群馬県企業局経営戦略課（県庁舎２７階） 戦略・DX推進係 

        電話  ０２７－２２６－３９１５ 

電子メールアドレス kkeieika@pref.gunma.lg.jp 

 

  



（別紙） 

評価点算定基準 

 

 

 

評価項目 

 

評価内容 

 

配点 

再生可能エネルギー由来電

力の供給方法の整理 

供給方法の具体的整理が期待で

きるか 

課題と解決案の整理が期待でき

るか 

１０ 

サウンディング調査におけ

る調査項目・調査手法・分析 

調査項目及び調査手法が適確で、

サウンディング参加事業者の確

保が期待できるか 

結果の整理方法、評価方法が適切

か 

１０ 

事業成立性判断の整理 事後スキーム、採算性、出口戦略

などを踏まえた判断の整理が期

待できるか 

５ 

公募関係資料の作成方針 実施要領、要求水準書、募集要項、

評価基準の作成方針が具体的か 

５ 

その他本事業に必要な提案・

整理等の内容 

 ２０ 

業務実施体制 業務に従事する者に経験及び見

識があるか。体制並びに選定理由

が適切か 

期限内に事業遂行できる体制と

なっているか 

２０ 

業務実績 類似した業務実績があるか ２０ 

提案額 提案額による評価点は以下の算

式により算出する。 

価格評価点＝１０×（最低提案額

÷提案額） 

１０ 

 


